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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　官能基としてカルボキシル基を有するアクリル系共重合体と、官能基として１分子中に
２個以上のグリシジル基を有する化合物とをマトリックスとする蓄熱性アクリル系樹脂組
成物であって、前記アクリル系共重合体１００質量部に対して、蓄熱材を内包するマイク
ロカプセルが１～１８０質量部含有されており、且つ湿潤分散剤が０．０５～３質量部含
有されていること、及び、
　前記湿潤分散剤が、前記マイクロカプセルの表面に吸着されて、該表面に電荷を持たせ
て静電反発力により前記マイクロカプセルの凝集を防止するとともに前記表面に吸着され
ている前記湿潤分散剤同士の立体反発力によっても前記マイクロカプセルの凝集を防止す
るための湿潤分散剤であること、
を特徴とする蓄熱性アクリル系樹脂組成物。
【請求項２】
　請求項１に記載の蓄熱性アクリル系樹脂組成物をシート状に成形及び硬化せしめてなる
ものであることを特徴とする蓄熱性シート状成形体。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、蓄熱性アクリル系樹脂組成物及びそれを用いた蓄熱性シート状成形体に関し
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、より詳しくは、蓄熱ボード、電子機器部品用の蓄熱剤、保冷剤、保温剤等に用いること
ができる蓄熱性アクリル系樹脂組成物及び蓄熱性シート状成形体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、電子機器の表面温度を任意の温度域に長時間保持させて熱による部品の破損
防止や安定作動を確保するために蓄熱性樹脂組成物やその成形体が用いられてきた。そし
て、このような蓄熱性樹脂組成物やそのシート状成形体としては、蓄熱材を内包したマイ
クロカプセルを樹脂内に含有させた蓄熱性樹脂組成物やその成形体が種々研究開示されて
きている。
【０００３】
　例えば、特開２００３－２４６９３１号公報（特許文献１）においては、潜熱蓄熱性物
質を封入した、粒径分布が１μｍ以上５μｍ以下の範囲内で、かつ平均粒径が１μｍ以上
２μｍ以下のマイクロカプセルが、成形物重量に対し２０重量％以下の割合で練り込まれ
ているマイクロカプセル保有成形物（成形体）が開示されている。また、特開２００５－
２３２２９号公報（特許文献２）においては、蓄熱材を内包するマイクロカプセルを樹脂
内に含有することを特徴とする蓄熱性樹脂組成物が開示されている。
【０００４】
　しかしながら、特許文献１や特許文献２に記載の蓄熱性樹脂組成物やその成形体におい
ては、製造の際に前記マイクロカプセルを高比率で含有させた場合に、樹脂等の粘度が高
くなって混練りが困難となったり、更には、マイクロカプセル同士が凝集して早期に沈降
してしまうためシート化が困難となる場合があり、加工適性の点で問題があった。そのた
め、従来の蓄熱性樹脂組成物やその成形体においては、前記マイクロカプセルを少量しか
含有させることができなかった。また、特許文献１や特許文献２に記載の蓄熱性樹脂組成
物やその成形体においては、樹脂として従来公知の樹脂（シリコン樹脂等）を用いていた
ため、柔軟性と耐熱性との双方を十分に満足できるものを得ることができなかった。
【特許文献１】特開２００３－２４６９３１号公報
【特許文献２】特開２００５－２３２２９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、上記従来技術の有する課題に鑑みてなされたものであり、蓄熱材を内包する
マイクロカプセルを高比率で含有することを可能とし、優れた蓄熱性、柔軟性及び耐熱性
を発揮することができるばかりか、繰り返し使っても十分に安定した蓄熱性を発揮するこ
とができ、しかも粘度の増加を十分に抑えて加工適性の向上を可能とする蓄熱性アクリル
系樹脂組成物、並びに、それを用いた蓄熱性シート状成形体を提供することを目的とする
。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者は、上記目的を達成すべく鋭意研究を重ねた結果、カルボキシル基を有するア
クリル系共重合体とグリシジル基を有する化合物とからなるマトリックスに、蓄熱材を内
包するマイクロカプセルと湿潤分散剤とを所定量含有させることにより、蓄熱材を内包す
るマイクロカプセルを高比率で含有することができ、優れた蓄熱性を発揮することを可能
とするばかりか、繰り返し使っても十分に安定した蓄熱性を発揮することができ、しかも
粘度の増加を抑えて加工適性を十分に向上させることが可能な蓄熱性アクリル系樹脂組成
物を得られること、並びに、その蓄熱性アクリル系樹脂組成物を用いることにより、優れ
た蓄熱性と、柔軟性と、耐熱性とを発揮することが可能な蓄熱性シート状成形体が得られ
ることを見出し、本発明を完成するに至った。
【０００７】
　すなわち、本発明の蓄熱性アクリル系樹脂組成物は、官能基としてカルボキシル基を有
するアクリル系共重合体と、官能基として１分子中に２個以上のグリシジル基を有する化
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合物とをマトリックスとする蓄熱性アクリル系樹脂組成物であって、前記アクリル系共重
合体１００質量部に対して、蓄熱材を内包するマイクロカプセルが１～１８０質量部含有
されており、且つ湿潤分散剤が０．０５～３質量部含有されていること、及び、
　前記湿潤分散剤が、前記マイクロカプセルの表面に吸着されて、該表面に電荷を持たせ
て静電反発力により前記マイクロカプセルの凝集を防止するとともに前記表面に吸着され
ている前記湿潤分散剤同士の立体反発力によっても前記マイクロカプセルの凝集を防止す
るための湿潤分散剤であること、
を特徴とするものである。
 
【０００９】
　更に、本発明の蓄熱性シート状成形体としては、上記本発明の蓄熱性アクリル系樹脂組
成物をシート状に成形及び硬化せしめてなるものであることを特徴とするものである。
【００１０】
　なお、本発明の蓄熱性アクリル系樹脂組成物によって上記目的を達成できる理由は必ず
しも定かではないが、本発明者は以下のように推察する。すなわち、先ず、本発明におい
ては、カルボキシル基を有するアクリル系共重合体とグリシジル基を有する化合物とから
なるマトリックスに、所定量の蓄熱材を内包したマイクロカプセルと湿潤分散剤とを組み
合わせて含有するため、前記マイクロカプセルの表面に湿潤分散剤が吸着される。これに
よって、前記マイクロカプセルの表面には大きな電荷を持たせることが可能となり、マイ
クロカプセル同士の静電反発力を高めて凝集を防止することができ、更に、前記マイクロ
カプセルの粒子表面に吸着されている湿潤分散剤同士の立体反発力によっても、前記マイ
クロカプセルの凝集が防止できる。そのため、本発明の蓄熱性アクリル系樹脂組成物にお
いては、粘度の増加を十分に抑えて加工適性を向上させながら、前記マイクロカプセルを
高比率で含有させることが可能となる。そして、前記マイクロカプセルを高比率で含有さ
せることが可能となることにより、優れた蓄熱性と耐熱性とを発揮することが可能となる
ものと本発明者は推察する。また、従来用いられていたようなシリコンゴムシートやシリ
コンゲルシートのような高価で且つ製造時に複雑な工程が必要となるシリコン樹脂を用い
ることなく、前記アクリル系共重合体を主剤として用いていること、更に、前記アクリル
系共重合体以外に硬化剤として前記グリシジル基を有する化合物を含有させていることか
ら、得られた蓄熱性アクリル系樹脂組成物を硬化させる際に、架橋密度を上げることが可
能となるとともにアクリル系共重合体の硬化時に気泡が発生し難くすることが可能となる
。そのため、本発明の蓄熱性アクリル系樹脂組成物を用いることによって、十分な柔軟性
を持つシート状成形体が得られるようになるものと本発明者は推察する。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、蓄熱材を内包するマイクロカプセルを高比率で含有することを可能と
し、優れた蓄熱性、柔軟性及び耐熱性を発揮することができるばかりか、繰り返し使って
も十分に安定した蓄熱性を発揮することができ、しかも粘度の増加を十分に抑えて加工適
性の向上を可能とする蓄熱性アクリル系樹脂組成物、並びに、それを用いた蓄熱性シート
状成形体を提供することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下、本発明をその好適な実施形態に即して詳細に説明する。
【００１３】
　先ず、本発明の蓄熱性アクリル系樹脂組成物について説明する。すなわち、本発明の蓄
熱性アクリル系樹脂組成物は、官能基としてカルボキシル基を有するアクリル系共重合体
と、官能基として１分子中に２個以上のグリシジル基を有する化合物とをマトリックスと
する蓄熱性アクリル系樹脂組成物であって、前記アクリル系共重合体１００質量部に対し
て、蓄熱材を内包するマイクロカプセルが１～１８０質量部含有されており、且つ湿潤分
散剤が０．０５～３質量部含有されていることを特徴とするものである。
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【００１４】
　本発明にかかるアクリル系共重合体は、主剤として用いられるものであり、分子中に官
能基としてカルボキシル基を有するものである。このようなアクリル系共重合体のカルボ
キシル基は、分子末端又は分子鎖中間に存在してもよく、側鎖上又は主鎖上のどちらに存
在してもよい。また、本発明にかかるアクリル系共重合体は、ランダム共重合したもので
あってもブロック共重合したものであってもよい。また、本発明に用いられるアクリル系
共重合体の構造は単一なものに限られず、様々な繰り返し単位のアクリル系共重合体を混
合したものを用いることも可能である。
【００１５】
　また、本発明にかかるアクリル系共重合体としては、後述する２種以上のモノマーを共
重合させたアクリル系共重合体の他にも、異なるアクリル系単独重合体同士を混合したも
の、アクリル系単独重合体とアクリル系共重合体とを混合したもの、又はアクリル系共重
合体同士を混合したものを用いることができる。
【００１６】
　また、本発明にかかるアクリル系共重合体を構成する成分の中で、少なくとも主成分の
ポリマーのガラス転移温度（Ｔｇ）がＤＳＣ法により測定される値で－６０℃～－２０℃
であることが好ましく、全てのポリマーのガラス転移温度が－６０～－２０℃であること
がより好ましい。このような主成分のポリマーのガラス転移温度が高すぎると、得られる
蓄熱性アクリル系樹脂組成物が硬くなる傾向にある。また、このようなアクリル系共重合
体を硬化せしめて得られる蓄熱性シート状成形体の硬度としては、日本ゴム協会標準規格
（ＳＲＩＳ）に規定されているＡＳＫＥＲ－Ｃによる測定で５０以下であることが好まし
く、４０以下であることがより好ましい。
【００１７】
　また、本発明にかかるアクリル系共重合体の分子量としてはゲルパーミエーションクロ
マトグラフィー（ＧＰＣ）測定によるポリスチレン換算により算出した数平均分子量が８
００～２００００であることが好ましく、２０００～１５０００であることがより好まし
い。このような分子量が８００未満のものでは、極低分子量体（モノマー、ダイマー、ト
リマー等）が重合体中に存在しやすく、硬化物とした際にブリードアウトするばかりか、
硬化させる際にボイドが形成されやすくなる傾向にあり、他方、分子量が２００００を超
えると、重合体の流動性が低下して加工適性が低下するとともに、前記マイクロカプセル
を適量添加することが難しくなって得られる蓄熱性シート状成形体の蓄熱性及び耐熱性が
低下する傾向にある。
【００１８】
　また、本発明にかかるアクリル系共重合体におけるカルボキシル基の割合は、水酸化カ
リウム（ＫＯＨ）滴定による酸価（ＡＶ）が２０～１５０のものであることが好ましく、
５０～１５０のものであることがより好ましい。このような酸価が２０未満では、架橋密
度が低くなって得られる蓄熱性シート状成形体の耐熱性が低下する傾向にあり、他方、前
記酸価が１５０を超えると、架橋密度が上がり過ぎて得られる蓄熱性シート状成形体の可
撓性（柔軟性）が低下する傾向にある。
【００１９】
　また、前記アクリル系共重合体の粘度は、圧力１０１３ｈＰａ、温度２５℃の条件下で
９００００ｍＰａ・ｓ以下であることが好ましい。前記粘度が９００００ｍＰａ・ｓを超
えると、重合体の流動性が低下して前記マイクロカプセルの添加、分散が困難となり加工
適性が低下する傾向がある。なお、本明細書で使用する粘度は、ブルックフィールドＢＨ
型回転粘度計での測定値である。前記アクリル系共重合体の流動特性はチキソトロピック
流動を示す場合、剪断速度を上げた状態で粘度が９００００ｍＰａ・ｓ以下になれば好ま
しく、またダイラタント流動を示す場合、剪断速度が極低剪断の時においても粘度が９０
０００ｍＰａ・ｓ以下となるものが好ましい。
【００２０】
　さらに、後述のようにして蓄熱性シート状成形体を製造する際にボイドの発生をより確
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実に防止するという観点から、前記アクリル系共重合体としては、実質的に溶剤分を含有
しないものを使用することが好ましい。
【００２１】
　本発明にかかるアクリル系共重合体は、アクリル酸、メタクリル酸、アクリル酸エステ
ル、メタクリル酸エステル、スチレン及びこれらの誘導体のようなモノマーを、ラジカル
重合開始剤の存在下に溶液重合法（ソリューション法、例えば乳化重合法（エマルジョン
重合法）、懸濁重合法（サスペンジョン重合法）等）、又は塊状重合法（バルク法）等の
重合法を用いて重合させることで得ることができる。
【００２２】
　このような重合法としては特に制限されないが、例えば、特表昭５９－６２０７号公報
、特開昭６０－２１５００７号公報、特開平１０－１７６４０号公報、特開２０００－２
３９３０８公報、特開２０００－１２８９１１公報、及び特開２００１－４００３７公報
に記載の重合法を参照することができる。
【００２３】
　また、このようなアクリル系共重合体を製造する具体的な方法としては、例えば、官能
基を有さないアクリル系モノマーを主体として、これに共重合可能なビニル系モノマー及
びカルボキシル基を有するモノマーを同時に重合（共重合）させる方法や、カルボキシル
基を有するアクリル系モノマーと他のアクリル系モノマーを共重合させる方法、アクリル
系モノマーと共重合可能なモノマーを重合させ、停止反応としてカルボキシル基含有分子
により末端停止反応を行う方法等を挙げることができる。
【００２４】
　このような官能基を有さないアクリル系モノマーとしては、メチルアクリレート（アク
リル酸メチル）、エチルアクリレート（アクリル酸エチル）、プロピルアクリレート（ア
クリル酸プロピル）、ｉｓｏ－プロピルアクリレート（アクリル酸－ｉｓｏ－プロピル）
、ｎ－ブチルアクリレート（アクリル酸－ｎ－ブチル）、ｉｓｏ－ブチルアクリレート（
アクリル酸－ｉｓｏ－ブチル）、ｔｅｒｔ－ブチルアクリレート（アクリル酸－ｔｅｒｔ
－ブチル）、２－エチルへキシルアクリレート（アクリル酸－２－エチルヘキシル）、オ
クチルアクリレート（アクリル酸オクチル）、ｉｓｏ－オクチルアクリレート（アクリル
酸－ｉｓｏ－オクチル）、デシルアクリレート（アクリル酸デシル）、ｉｓｏ－デシルア
クリレート（アクリル酸イソデシル）、ｉｓｏ－ノニルアクリレート（アクリル酸－ｉｓ
ｏ－ノニル）、ネオペンチルアクリレート（アクリル酸ネオペンチル）、トリデシルアク
リレート（アクリル酸トリデシル）、ラウリルアクリレート（アクリル酸ラウリル）等の
、アクリル酸アルキルエステル；シクロへキシルアクリレート、イソボルニルアクリレー
ト、トリシクロデシルアクリレート、テトラヒドロフルフリルアクリレート等の脂環式ア
ルキルアクリレート；メチルメタクリレート（メタクリル酸メチル）、エチルメタクリレ
ート（メタクリル酸エチル）、プロピルメタクリレート（メタクリル酸プロピル）、ｉｓ
ｏ－プロピルメタクリレート（メタクリル酸－ｉｓｏ－プロピル）、ｎ－ブチルメタクリ
レート（メタクリル酸－ｎ－ブチル）、ｉｓｏ－ブチルメタクリレート（メタクリル酸－
ｉｓｏ－ブチル）、ｔｅｒｔ－ブチルメタクリレート（メタクリル酸－ｔｅｒｔ－ブチル
）、２－エチルへキシルメタクリレート（メタクリル酸－２－エチルヘキシル）、オクチ
ルメタクリレート（メタクリル酸オクチル）、ｉｓｏ－オクチルメタクリレート（メタク
リル酸－ｉｓｏ－オクチル）、デシルメタクリレート（メタクリル酸デシル）、イソデシ
ルメタクリレート（メタクリル酸イソデシル）、イソノニルメタクリレート（メタクリル
酸イソノニル）、ネオペンチルメタクリレート（メタクリル酸ネオペンチル）、トリデシ
ルメタクリレート（メタクリル酸トリデシル）、ラウリルメタクリレート（メタクリル酸
ラウリル）等のメタクリル酸アルキルエステル；シクロへキシルメタクリレート、イソボ
ルニルメタクリレート、トリシクロデシルメタクリレート、テトラヒドロフルフリルメタ
クリレート等の脂環式アルキルメタクリレート等が挙げられる。
【００２５】
　前記官能基を有さないアクリル系モノマーの中で、アクリル酸アルキルエステル、メタ
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クリル酸アルキルエステルを用いることが好ましく、特にｎ－ブチルアクリレート（アク
リル酸－ｎ－ブチル）、２－エチルへキシルアクリレート（アクリル酸－２－エチルへキ
シル）を用いることが好ましい。
【００２６】
　また、前記ビニル系モノマーとしては、アクリロニトリル、アクリルアミド、メタクリ
ルアミド、Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ－ジメチルメタクリルアミド、Ｎ－ジメチル
アミノエチルアクリレート、Ｎ－ジメチルアミノエチルメタクリレート、Ｎ－ジエチルア
ミノエチルアクリレート、Ｎ－ジエチルアミノエチルメタクリレート、酢酸ビニル、スチ
レン、α－メチルスチレン、ジビニルベンゼン、アリル（メタ）アクリレート等が挙げら
れる。
【００２７】
　さらに、前記官能基としてカルボキシル基を有するモノマーとしては、アクリル酸、メ
タクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸、フマル酸、シトラ
コン酸、メサコン酸又はこれらのモノマーから誘導される官能性モノマー等が挙げられる
。
【００２８】
　なお、このようにして得られるアクリル系共重合体は、成形体、粘着剤、塗料、繊維、
シーリング剤等の種々の用途に利用することができるものである。
【００２９】
　本発明にかかる官能基として１分子中に２個以上のグリシジル基を有する化合物は、本
発明においては硬化剤としての役割を果たすものである。すなわち、前記グリシジル基を
有する化合物は、前述のアクリル系共重合体のカルボキシル基と反応して硬化物を与える
ことができるものである。
【００３０】
　このようなグリシジル基を有する化合物としては特に制限されず、種々のものを使用す
ることができる。このようなグリシジル基を有する化合物としては、例えば、ソルビトー
ルポリグリシジルエーテル（ＳＯＲＰＧＥ）、ポリグリセロールポリグリシジルエーテル
（ＰＧＰＧＥ）、ペンタエリスリトールポリグリシジルエーテル（ＰＥＴＰＧＥ）、ジグ
リセロールポリグリシジルエーテル（ＤＧＰＧＥ）、グリセロールポリグリシジルエーテ
ル（ＧＲＥＰＧＥ）、トリメチロールプロパンポリグリシジルエーテル（ＴＭＰＰＧＥ）
、レゾルシノールジグリシジルエーテル（ＲＥＳＤＧＥ）、ネオペンチルグリコールジグ
リシジルエーテル（ＮＰＧＤＧＥ）、１，６－へキサンジオールジグリシジルエーテル（
ＨＤＤＧＥ）、エチレングリコールジグリシジルエーテル（ＥＧＤＧＥ）、ポリエチレン
グリコールジグリシジルエーテル（ＰＥＧＤＧＥ）、プロピレングリコールジグリシジル
エーテル（ＰＧＤＧＥ）、ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル（ＰＰＧＤＧ
Ｅ）、ポリブタジエンジグリシジルエーテル（ＰＢＤＧＥ）、フタル酸ジグリシジルエー
テル（ＤＧＥＰ）、ハロゲン化ネオペンチルグリセロールジグリシジルエーテル、ビスフ
ェノールＡ型ジグリシジルエーテル（ＤＧＥＢＡ）、ビスフェノールＦ型ジグリシジルエ
ーテル（ＤＧＥＢＦ）が挙げられ、特に好ましくは、トリメチロールプロパンポリグリシ
ジルエーテル（ＴＭＰＰＧＥ）、ソルビトールポリグリシジルエーテル（ＳＯＲＰＧＥ）
等が使用される。
【００３１】
　また、本発明にかかる官能基として１分子中に２個以上のグリシジル基を有する化合物
のエポキシ当量（ＷＰＥ）は８０～４００の範囲にあることが好ましい。前記エポキシ当
量が４００を超えると前記アクリル系共重合体と反応させるために、前記化合物を多く添
加することが必要となって得られる蓄熱性シート状成形体の要求性能が十分果たせない傾
向にあり、他方、前記エポキシ当量が８０未満であると、反応速度が速くなりすぎて蓄熱
性シート状成形体の製造が困難となる傾向にある。
 
【００３２】
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　また、このようなグリシジル基を有する化合物としては、圧力１０１３ｈＰａ、温度２
５℃の条件下において液状のものであることが好ましい。
【００３３】
　さらに、このようなグリシジル基を有する化合物としては、圧力１０１３ｈＰａ下で１
５０℃の温度条件で１０分間加熱した後の加熱重量減少値が加熱前の重量に対して３％以
下となるような実質的に溶媒を含まないものであることが好ましい。このような加熱重量
減少値が３％を超えると、含有されている溶媒が反応の障害となり蓄熱性シート状成形体
の製造が困難となる傾向にあり、更には、含有されている溶媒が得られる蓄熱性シート状
成形体の内部に気泡を発生させる原因となるためである。なお、このような加熱重量減少
値は、メトラートレド株式会社製のＨＧ５３型ハロゲン水分計を用い、常圧下（１０１３
ｈＰａ）で、試料５ｇを１５０℃の温度条件で１０分間加熱した時の重量変化を測定し、
加熱前後の重量比較により減少率を算出したものである。
【００３４】
　本発明の蓄熱性アクリル系樹脂組成物は、前記アクリル系共重合体と前記グリシジル基
を有する化合物とをマトリックスとする。ここで、このようなマトリックス中における前
記アクリル系樹脂組成物に対する前記グリシジル基を含有する化合物の添加量としては、
前記アクリル系共重合体の酸当量１００に対してエポキシ当量が８０～１５０の範囲内に
あることが好ましい。前記エポキシ当量が８０未満の場合は、蓄熱性シート状成形体の製
造の際に硬化が充分に進行せず完全に固化しなくなって得られる蓄熱性シート状成形体の
耐熱性が低下する傾向にあり、他方、前記エポキシ当量が１５０を超えると、得られる蓄
熱性シート状成形体に、未反応で過剰な前記グリシジル基を含有する化合物が残留するた
め経時でのブリードアウトが生じるばかりか耐熱性も低下する傾向にある。
【００３５】
　本発明にかかる蓄熱材を内包したマイクロカプセルは、皮膜の内側に蓄熱材を内包した
微小な粒子である。このような蓄熱材としては特に制限されないが、単位体積当たりの蓄
熱量が大きく、安全で腐食しにくく、融解と凝固を繰り返しても安定して放熱と蓄熱作用
が得られるとともに、安価であるノルマルパラフィン、有機酸及びアルコール等を用いる
ことが好ましく、ｎ－テトラデカン、ｎ－オクタデカン、ｎ－ペンタコサン、ステアリン
酸、セチルアルコール等を用いることがより好ましい。このような蓄熱材は、使用目的に
応じて適宜選択可能であり、例えば、目的の温度範囲に融点を有する１種の蓄熱材を選択
して用いたり、２種以上の蓄熱材を混合して用いたりすることも可能である。
【００３６】
　また、前記マイクロカプセルの皮膜を形成する膜材としては特に制限されず、例えば、
ポリスチレン、ポリアクリロニトリル、ポリアミド、ポリアクリルアミド、エチルセルロ
ース、ポリウレタン、アミノプラスト樹脂等が挙げられる。また、蓄熱材をマイクロカプ
セル化する方法としては特に制限されず、適宜公知の方法を採用することができる。
【００３７】
　また、平均粒子径が１～１００μｍ（好ましくは５～５０μｍ）程度のマイクロカプセ
ルを用いることが好ましい。前記平均粒子径が前記下限未満では、マトリックス中に含有
せしめた際に液体の粘度が高くなり過ぎて加工適性が低下する傾向にあり、他方、前記平
均粒子径が前記上限を超えると、前記マイクロカプセルが前記マトリックス中に混入し難
いため均一に分散し難くなる傾向にある。
【００３８】
　また、このような蓄熱材を内包したマイクロカプセルとしては、加工適性の観点から、
熱硬化性樹脂の皮膜を有するマイクロカプセルを用いることが好ましい。なお、このよう
な蓄熱材を内包したマイクロカプセルとしては、市販されている蓄熱材を内包したマイク
ロカプセルを適宜用いることができる。
【００３９】
　本発明にかかる蓄熱材を内包したマイクロカプセルの添加量は、前述のアクリル系共重
合体１００質量部に対して１～１８０質量部（好ましくは５～１３０質量部）である。前
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記マイクロカプセルの添加量が１質量部未満では、得られる蓄熱性アクリル系樹脂組成物
に十分な蓄熱性が得られず、他方、１８０質量部を超えると、得られる蓄熱性アクリル系
樹脂組成物の粘度が高くなって加工適性が低下する傾向にある。
【００４０】
　本発明の蓄熱性アクリル系樹脂組成物は、前記マトリックス中に前記蓄熱材を内包した
マイクロカプセルに加えて湿潤分散剤を含有するものである。本発明の湿潤分散剤として
は、前記アクリル系共重合体との相溶性を向上させることが可能な官能基と、前記蓄熱材
を内包したマイクロカプセルに吸着することが可能な官能基とを有している湿潤分散剤を
好適に用いることができる。このような湿潤分散剤を用いない場合は、前記蓄熱材を内包
したマイクロカプセルの粒子同士が相互に衝突して凝集してしまう。そして、このような
凝集が起こった場合には、見掛けの粒子径が大きくなるため早期に沈降（あるいは浮上）
し、分離を起こしてしまうことからシート化が困難となり、加工適性が低下する。
【００４１】
　本発明においては、前記マトリックス中に、前記蓄熱材を内包したマイクロカプセルに
加えて湿潤分散剤を含有するため、前記マイクロカプセル表面に湿潤分散剤が吸着され、
それにより大きな電荷を持たせることができ、前記マイクロカプセル同士の静電反発力を
高めて凝集を防止できる。さらに、本発明においては、前記マイクロカプセル粒子表面に
吸着されている湿潤分散剤同士の立体反発力によっても、マイクロカプセルの凝集が防止
できる。
【００４２】
　このような湿潤分散剤としては、硼酸基及び／又は燐酸基を有する飽和ポリエステル系
コポリマー、多価アルコール有機酸エステル、特殊アルコール有機酸エステル、ウレタン
変性アクリルコポリマー、高分子量ポリエステル、ポリカルボン酸共重合体、アリルアル
コールと無水マレイン酸とスチレン共重合物とポリオキシアルキレンモノアルキルエーテ
ルとのグラフト化物、ポリアクリル酸アンモニウム塩、アクリル共重合物アンモニウム塩
、シリコン系ポリマーエチレンオキサイド及び／又はプロピレンオキサイド付加物等が挙
げられる。
【００４３】
　このような湿潤分散剤の中でも、前記マイクロカプセルに吸着して、前記マイクロカプ
セルと前記アクリル系共重合体との相溶性をより向上させることが可能となるという観点
から、硼酸基及び／又は燐酸基を有する飽和ポリエステル系コポリマーを用いることが好
ましい。
【００４４】
　本発明の蓄熱性アクリル系樹脂組成物における湿潤分散剤の添加量は、前記アクリル系
共重合体１００質量部に対して、０．０５～３．０質量部（好ましくは０．１～２．０質
量部）である。湿潤分散剤の添加量が０．０５質量部未満では、前記マトリックスと蓄熱
材を内包したマイクロカプセルとの相溶性が低くなって混練りが困難となり、加工適性が
低下する。また、湿潤分散剤の添加量が３．０質量部を超えると得られる蓄熱性アクリル
系樹脂組成物の増粘、ゲル化が起こり、前記組成物の硬化性が低下してシートの製造が困
難となる。
【００４５】
　本発明の蓄熱性アクリル系樹脂組成物は、主剤として前記アクリル系共重合体と、硬化
剤として前記グリシジル基を有する化合物とからなるマトリックスに、蓄熱材を内包した
マイクロカプセル及び湿潤分散剤を含有させて製造することができる。具体的には、本発
明の蓄熱性アクリル系樹脂組成物は、各成分を各々前述の添加量となるように計量して配
合し、混合攪拌することで製造することができる。このような混合攪拌の方法は特に制限
されるものではなく、重合体の組成、粘度、金属水酸化物粉の種類、各成分の添加量によ
り適宜選定することができ、具体的には、ディゾルバーミキサー、ホモミキサー等の攪拌
機を用いる方法が挙げられる。
【００４６】
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　また、前述のようにして混合攪拌された各配合物の混合物に対し、必要に応じて未分散
の蓄熱カプセル等の固まりを除去するために濾過を行ってもよい。このような濾過を行う
ことで、より均質な蓄熱性アクリル系樹脂組成物が得られ、蓄熱性シート状成形体の製造
を効率良く行うことが可能となる。さらに、前述のような混合攪拌で液中に生じた気泡は
減圧下で脱泡を行うことが好ましい。このような脱泡を行うことで、得られる蓄熱性アク
リル系樹脂組成物を用いて製造される蓄熱性シート状成形体に気泡が生じることを防止す
ることが可能となる。
【００４７】
　なお、本発明の蓄熱性アクリル系樹脂組成物においては、力学的特性、耐熱性の向上等
を目的として無機系の充填剤を添加してもよく、炭酸カルシウム、水酸化アルミニウム、
水酸化マグネシウム、水酸化バリウム等を添加することが好ましい。更に、本発明の蓄熱
性アクリル系樹脂組成物においては、前記充填剤以外にも、蓄熱性アクリル系樹脂組成物
を成形して得られる成形体の要求性能に応じて、触媒、難燃剤、酸化防止剤、耐候安定剤
、耐熱安定剤等を適宜添加することが可能である。
【００４８】
　次に、本発明の蓄熱性シート状成形体につき説明する。すなわち、本発明の蓄熱性シー
ト状成形体は、前述の本発明の蓄熱性アクリル系樹脂組成物をシート状に成形及び硬化せ
しめて得られるものである。
【００４９】
　このような蓄熱性アクリル系樹脂組成物をシート状に成形し且つ硬化せしめる方法とし
ては、特に制限されず、適宜公知の方法を用いることが可能である。このような方法とし
ては、例えば、基材となるフィルム（ポリエステルフィルム等）の上に前記蓄熱性アクリ
ル系樹脂組成物をコーティングし、１６０～２００℃の温度条件下で５～１５分間加熱す
ることによって硬化させる方法を挙げることができる。
【００５０】
　このような本発明の蓄熱性シート状成形体の厚さとしては、０．５ｍｍ～３ｍｍである
ことが好ましく、１．０ｍｍ～２．０ｍｍであることがより好ましい。前記厚さが０．５
ｍｍ未満では、十分な蓄熱性を達成できない傾向にあり、他方、前記厚さが３ｍｍを超え
ると、蓄熱性は向上するが、電子機器部品等の使用目的にそぐわない製品となってしまう
傾向にある。
【００５１】
　このような蓄熱性シート状成形体は、必要に応じて切断することが可能であり、任意の
形状にすることにより蓄熱が必要な部位に容易に貼着させることが可能である。
【００５２】
　また、このような蓄熱性シート状成形体の蓄熱量としては、１０Ｊ／ｇ～１００Ｊ／ｇ
であることが好ましい。前記蓄熱量が１０Ｊ／ｇ未満では、例えば厚さ１ｍｍ×タテ１０
ｍｍ×ヨコ１０ｍｍのシートを製造して熱を発生する部品に貼付した場合の蓄熱性能が約
０．２ｃａｌ／枚（約０．３℃）であり、蓄熱性シート状成形体としての蓄熱性が不十分
となる傾向にある。一方、前記蓄熱量が１００Ｊ／ｇを超えると、例えば厚さ１ｍｍ×タ
テ１０ｍｍ×ヨコ１０ｍｍのシートを製造して熱を発生する部品に貼付した場合の蓄熱性
能が約２．３ｃａｌ／枚（約３．３℃）となり、十分な蓄熱性が得られるものの、そのシ
ート状成形体を得る際に用いられる蓄熱性アクリル系樹脂組成物中に含有させるマイクロ
カプセルの添加量が多くなりすぎて、シート化が困難になる傾向にある。
【００５３】
　このような蓄熱性シート状成形体としては、このような蓄熱性シート状成形体が用いら
れる電子機器の性能や寿命、更には誤作動の防止等の観点からみて、環境温度＋２０℃の
範囲内で使用されることが多い。そのためこのような蓄熱性シート状成形体の蓄熱性能と
しては、１０～７０℃の範囲内で機能を発現するものが好ましく、３０～６０℃の範囲内
で機能を発現するものがより好ましい。
【００５４】
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　このような蓄熱性シート状成形体の用途としては特に制限されないが、携帯電話、パソ
コン、デジタルビデオカメラ、デジタルカメラ、テレビ、ＤＶＤ、カーナビゲーション等
の電子機器における発熱を伴う部品等に適用することができる。
【実施例】
【００５５】
　以下、実施例及び比較例に基づいて本発明をより具体的に説明するが、本発明は以下の
実施例に限定されるものではない。
【００５６】
　（実施例１～７及び比較例１～７）
　先ず、表１に示すカルボキシル基を有するアクリル系共重合体、表３に示す蓄熱材を含
有するマイクロカプセル及び比較用蓄熱材、及び表４に示す湿潤分散剤を、それぞれ表５
及び表６に示す割合で配合して混合攪拌した後、減圧下において十分に脱泡し、次いで、
表２に示す１分子中に２個以上のグリシジル基を有する化合物を、表５及び表６に示す割
合で配合して再度混合攪拌し、減圧下において脱泡して蓄熱性アクリル系樹脂組成物を得
た。
【００５７】
　次に、このようにして得られた蓄熱性アクリル系樹脂組成物を用い、これを表面がシリ
コン離型処理されているポリエステルフィルムの上にコーティングした後、１８０℃のオ
ーブン中で１０分間加熱することにより硬化させ、その後、常温にて２４時間放置するこ
とにより養生して蓄熱性シート状成形体を得た。
【００５８】
　このようにして得られた各蓄熱性シート状成形体について、以下のような評価を行った
。
【００５９】
　＜蓄熱性の試験＞
　（i）１回目の融解ピーク温度、及び融解熱量
　実施例１～７及び比較例１～７で得られた蓄熱性シート状成形体の融解を１回行い、Ｄ
ＳＣ６２００（エスアイアイ・ナノテクノロジー社製）を用いて走査により１回目の融解
ピーク温度（℃）、融解熱量（Ｊ／ｇ）をそれぞれ測定した。このような測定の結果、蓄
熱量が１０～７０℃の間で１０～１００（Ｊ／ｇ）となる蓄熱性シート状成形体を合格と
し、それ以外のものを不合格とした。なお、蓄熱材を含有するマイクロカプセル又は比較
用蓄熱材が凝集して蓄熱性の評価において不合格となる部分が存在する蓄熱性シート状成
形体に関しては、不合格として判定した。結果を表５及び表６に示す。
【００６０】
　（ii）２回目の融解ピーク温度
　実施例１～７及び比較例１～７で得られた蓄熱性シート状成形体を繰り返し融解、凝固
させた場合における融解ピーク温度の変化を確認するために、先ず、各蓄熱性シート状成
形体の融解、凝固を２回行い、ＤＳＣ６２００（エスアイアイ・ナノテクノロジー社製）
を用いて走査により２回目の融解ピーク温度を測定した。そして、得られた２回目の融解
熱量と、１回目の融解熱量とを比較して、その温度の増減を評価した。評価基準は下記の
通りである。結果を表５及び表６に示す。
【００６１】
　〔評価基準〕
◎：２回目の融解熱量が１回目の融解熱量の１００～９０％であった
○：２回目の融解熱量が１回目の融解熱量の９０～５０％であった
△：２回目の融解熱量が１回目の融解熱量の５０～３０％であった
×：２回目の融解熱量が１回目の融解熱量の３０～０％であった。
【００６２】
　＜耐熱性の試験＞
　先ず、実施例１～７及び比較例１～７で得られた蓄熱性シート状成形体の硬度を測定し
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蓄熱性シート状成形体を取り出して硬度を測定した。このようにして得られた結果から、
１００℃のオーブン中に５００時間置く前と後の硬度を比較して各蓄熱性シート状成形体
の硬度変化率を求め、耐熱性を評価した。評価基準は下記の通りである。結果を表５及び
表６に示す。
【００６３】
　〔評価基準〕
◎：硬度変化率が２０％以下であった
○：硬度変化率が２１～５０％以下であった
△：硬度変化率が５１～８０％以下であった
×：硬度変化率が８１％以上であった。
【００６４】
　＜加工性の試験＞
　実施例１～７及び比較例１～７で得られた蓄熱性シート状成形体について、製造過程に
おける加工適性の評価を行った。すなわち、各蓄熱性シート状成形体を製造する過程で得
られた各蓄熱性アクリル系樹脂組成物について、ラボスターラーを用いて混練りが容易で
あるか否かを観測して加工適性の評価を行った。評価基準は下記の通りである。結果を表
５及び表６に示す。
【００６５】
　〔評価基準〕
◎：粘度が低く混練りが可能であり、シート化も容易であった
○：粘度がやや高いが混練りが可能であり、シート化も容易であった
△：粘度が高く混練りがやや困難であり、シート化もやや困難であった
×：粘度が高く混練りが困難であり、シート化も困難であった。
【００６６】
【表１】

【００６７】

【表２】

【００６８】
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【００６９】
【表４】

【００７０】
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【００７１】
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【表６】

【００７２】
　表５及び表６の結果からも明らかなように、実施例１～７で得られた本発明の蓄熱性ア
クリル系樹脂組成物及び蓄熱性シート状成形体においては、優れた蓄熱性及び耐熱性を発
揮し、しかも繰り返し使っても十分に安定した蓄熱性を発揮することができることが確認
された。また、本発明の蓄熱性アクリル系樹脂組成物（実施例１～７）は、いずれも柔軟
性が高く、電子部品等の凹凸面に対する密着性に優れたシートである。更に、本発明の蓄
熱性アクリル系樹脂組成物（実施例１～７）においては、粘度の増加が十分に抑えられ、
十分に高い加工適性を有することが確認された。
【産業上の利用可能性】
【００７３】
　以上説明したように、本発明によれば、蓄熱材を内包するマイクロカプセルを高比率で
含有することを可能とし、優れた蓄熱性、柔軟性及び耐熱性を発揮することができるばか
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りか、繰り返し使っても十分に安定した蓄熱性を発揮することができ、しかも粘度の増加
を十分に抑えて加工適性の向上を可能とする蓄熱性アクリル系樹脂組成物を提供すること
が可能となる。
【００７４】
　したがって、本発明の蓄熱性アクリル系樹脂組成物を用いて得た本発明の蓄熱性シート
状成形体は、蓄熱性、柔軟性及び耐熱性に優れるため、携帯電話等の電子機器に用いられ
る電子部品の蓄熱用のシート等として有用である。
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